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はじめに

 2015 年に国連で採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」の考え方が広く社会に浸透してい

く中で、2019 年６月のＧ 20 大阪サミットにおいて、2050 年までに新たな海洋プラスチック汚染ゼロを

目指す「大 阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が採 択されるなど、世 界的に海洋プラスチックごみによる

環境汚染への関心が高まっています。 

 プラスチック製 品は、安 価で加工 しやすく、私たちの身の回 りでは、ペットボトルや食 品 容 器など日

常 的 なものから、医 療 機 器 などの高 度 なものまで幅 広 く使 用 され、恩 恵 を受 けている一 方 で、一 旦

海洋に流れ出ると、自 然 界で分 解されないため、生態 系を含めた海 洋環 境の悪化 、漁業や観光 へ

の影響など様々な問題 を引き起こしています。近年は、マイクロプラスチック（一般に 5 ㎜以下 の微

細なプラスチック類）による海洋生態系への影響も懸念されています。 

 国においては、2019 年５月に「プラスチック資源循環戦略」を策定 し、一昨年７月からレジ袋の有

料化が義務化され、また、本年４月には「プラスチック資源循環促進法」の施行や、改正「瀬戸内海

環境 保全 特別 措置 法 」 が施行されるなど、瀬 戸 内海における海洋 プラスチックごみ対策 は、喫 緊の

課題となっています。 

１．広島県における海洋プラスチックごみの現状  

１．１  海岸漂着物実態調査の結果 

本県では、2018 年度から、県内 135 海岸を対象とした海岸漂着物実態調査を実施しています。

調査手法については、シーズン毎に年 4 回、目視で海岸全体の漂着物の量を確認し、20ℓ のゴミ袋

の数に換算することで海 岸漂 着物の量を推計 するというものです。2021 年度の調査 結果によると、

県内海岸漂着物の全体量における年平均値は約 48t であり、前年度と比較して８％増加していま

す。これは 2021 年８月に発生した豪雨による河川からの流出などにより、夏季の海岸漂着物の量が

増 加 したことが影 響 していると考 えられます。また、重 量 比 別 の品 目 の構 成 割 合 では、漁 業 活 動 に

関連するごみが最も多く総量の約６割を占めており、生活系プラスチックごみが 26.7％、その他のご

み（金属類、木、ガラス、陶磁器等）が 12.4％になっています。 
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表 1 広 島 県 の海 岸 漂 着 ごみの重 量 ・ 構 成 割 合 （ ２ ０ ２ １ 年 度 ）  

種類  重量（ｔ）  重量比  
漁業活動に  
関連するごみ  

発泡スチロール製フロート  24.9 51.9% 
カキ養殖パイプ 4.3 9.0% 

生活由来のプラスチックごみ  12.8 26.7% 
その他のごみ（金属類、木、ガラス、陶磁器類）  5.9 12.4% 

合計  47.9 100% 

１．２  生活系プラスチックごみの推移  

 生活由来のプラスチックごみは、直近２年間では約 12t で推移しており、ペットボトル、プラスチック

ボトル、食品包装・レジ袋の３品目については、生活系プラスチックごみの全体量に対し、2020 年度

では約 50％、2021 年度では約 40％と、半数近くを占めています。このため、これら３品目の発生源

対策について、効果的かつ重点的な取組を進めていく必要があると考えています。 

図 1 県 内 海 岸 漂 着 物 実 態 調 査 におけるプラごみの種 類 別 割 合 （ ２ か年 分 ）  
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図 2 ロゴマーク

２．海洋プラスチックごみ削減に向けた広島県の取組  

２．１  広島県の海洋プラスチックごみ対策 

生 活 系 プラスチックごみを含 む海 洋 プラスチックごみの削 減 に向 けて、本 県

では、これまでのかき養 殖 に由 来 するごみの流 出 防 止 対 策 に加 え、県 民 及 び

事業者の皆様と一緒になって取 組を進められるよう、2021 年 ６月に「2050 輝

く GREEN SEA 瀬戸内ひろしま宣言」を発表しました。 

 併 せて、宣 言 の実 現 に向 けて、プラスチック製 品 を取 扱 う飲 料 メーカー等 の

製 造 業 から小 売 ・ 流 通 業 まで、幅 広 い業 種 の企 業 ・ 団 体 等 を参 画 メンバーと

する「GREEN SEA 瀬戸内ひろしま・プラットフォーム（略称「 GSHIP
ジ ー シ ッ プ

」） 」を新た

に設 立 しました。昨 年 の設 立 後 、先 進 的 な取 組 を実 施 している企 業 等 に広 く

参画を呼びかけ、設立当初の 20 団体から、現在は県内全市町を含め 90 団体へ取組の輪が広が

っています。  

２．２  GSHIP での具体的な取組内容  

GSHIP では、プラットフォーム内 に①プラスチックの

使 用 量 削 減 、②プラスチックごみの 流 出 防 止 、③清

掃・回収、④情報発信の４つを対策の柱として、ワーキ

ング会議を設置し、具体的な取組を推進しています。

2021 年度の主な取組内容として、県内 120 箇所で

のペットボトル自動回収機の設置、16 箇所での新機

能リサイクルボックスの実証など、ペットボトルを中心と

した流出防止対策を行ったところです。 

このうち、清 涼 飲 料 業 界 の業 界 団 体 である一 般 社

団 法 人  全 国 清 涼 飲 料 連 合 会 と連 携 した、新 機 能 リ

サイクルボックスによる自動販売機周辺の飲料空容器

の 散 乱 防 止 効 果 の 実 証 実 験 では 、 異 物 低 減 効 果

（異物率 42% ⇒25%）が確認され、海洋流出の原因と

もなるリサイクルボックス周辺の清 涼飲 料容 器の散乱リ

スクを軽減することができました。

次に、清掃・回収の取組として、2021 年 10 月及び 11 月に、日本財団の「海洋ごみ問題ジブンゴ

ト化プロジェクト in 広島」のご協力のもと、GSHIP 参画会員と地域の清掃活動団体とのマッチングに

より、廿日市市の宮島で海岸清掃を行いました。予定していた定員を上回る 22 の企業・団体、延べ

223 名の会員の皆様にご参加いただき、事業者の皆様の地域貢献や SDGs 活動に対する意識の

高さなどを改めて実感しました。 

今 年 度 は、プラスチック資 源 循 環 促 進 法 の施 行 を踏 まえ、新 たに、海 洋 生 分 解 性 プラスチックを

使 用 したカトラリー製 品 の普 及 や、デポジット制 による容 器 のリユースなど、プラスチック使 用 量 削 減

に向けたモデル事業を行うこととしております。 

今後も、プラットフォームを活用しながら、実効性のある具体策について議論を進め、海洋プラスチ

ックごみ削減に向けた取組を強力に進めてまいります。 

写 真 １  新 型 容 器 回 収 BOX の実 証  

写 真 ２  GSHIP 会 員 等 による海 岸 清 掃 活 動
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３．他県との連携  

 瀬 戸 内 海 における海 洋 ごみ問 題 を解 決 するためには、本 県 はもとより、他 県 と連 携 した取 組 を進

めていくことが不可欠です。このため、2020 年 12 月に瀬戸内４県（岡山、広島、香川、愛媛）及び

日 本 財 団 と連 携 して「 瀬 戸 内 オーシャンズＸ 推 進 協 議 会 」 を発 足 したところであり、①調 査 研 究  ②

企 業 ・ 地 域 連 携  ③啓 発 ・ 教 育 ・ 行 動  ④政 策 形 成 の４ つを柱 として、瀬 戸 内 ４ 県 での広 域 的 な海

洋ごみ対策に取 り組んでいます。具体的な取組としては、４県における大 規模な河川ごみの実態 調

査、マスコミ、コンビニエンスストア等と連携した啓発活動などを実施しています。 

今後は、本県の GSHIP や瀬戸内オーシャンズＸでの取組の成果を踏まえ、「瀬戸内海環境保全

知事・市長会議」を構成する 13 府県で情報の共有をするなど、瀬戸内海全体での連携した取組を

進めてまいりたいと考えております。 

４．終わりに 

瀬戸内海は閉鎖 性海域 であるため、流出対策の取組が進めば、瀬戸内海へ流出するプラスチッ

クごみを確 実 に減 らすことができる、一 つのモデルケースになるのではないかと考 えており、これを実

現すべく、県・企業・県民の皆さんで一体的に取り組む必要があります。 

 次世 代へ、美 しく恵み豊かな瀬 戸内 海 を継 承 していくために、皆 様の御 理解 と御 協 力 をお願 いし

ます。 
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